
＜対策項目＞

１．消費段階の保安対策 （凡例「★」：需要家の協力が必要なもの　「☆」：他工事事業者の協力が必要なもの）

No. 対　　　　策 具体的な実施項目（●：ロードマップ参照） 実施主体
資料４－１
記載ページ

■機器・設備対策

1
・安全型ガス機器（エコジョーズ・Ｓｉセンサーコンロ等）の普及  事業者、 製造者

2
・安全性の高いガス栓・接続具の普及  事業者、 製造者

3
・警報器の開発・普及

●
 国、事業者、製造者

１０ページ

4
○家庭用非安全型機器の取替え促進 ・安全装置を搭載していない機器の撲滅に向けた取替え促進

●
 国(★)、 事業者(★)

８ページ

5
・（ＣＯセンサーを中心とした）ガス厨房安全システムの開発

●
 事業者、 製造者

１０ページ

6
・立消え安全装置搭載業務用厨房機器の開発

●
 事業者、 製造者

１０ページ

■周知・啓発

7
・非安全型機器・経年設備の取替えのおすすめ  国(★)、 事業者(★)

８ページ

8
・機器使用時の換気励行のお願い  国(★)、 事業者(★)

８ページ

9
○長期使用製品安全点検制度に基づく家庭用機器の経年
劣化対応

・周知活動と所有者票回収率向上策の実施  国(★)、 事業者
(★)、製造者（★）

８ページ

10
・消費機器・給排気設備のメンテナンスのお願い  国(★)、事業者（★）

９ページ

11
・換気の励行のお願い  国(★)、事業者（★）

９ページ

12
・警報器の設置のおすすめ、警報器作動時の対応  国(★)、事業者（★）

９ページ

13
・（主に給排気設備の）設備設計・工事に関する指導

●
 国（☆）

１１ページ

14
・（建物塗装養生時等の）注意事項に関する周知･啓発  国(☆)、 事業者(☆)

１１ページ

２．供給段階及び製造段階における保安対策

対　　　　策 具体的な実施項目（●：ロードマップ参照） 実施主体
プレゼン資料

記載案件

■他工事事故対策

15
○道路・需要家敷地内共通の事故対策 ・他工事事故対策等に係る他省庁との連携

●
 国

１２ページ

16
○需要家敷地内における事故対策 ・他工事事業者・作業者、建物管理者等への周知活動  国(☆)、 事業者(☆)

１２ページ

17
・防護協定の締結  事業者(☆)

18
・作業員レベルへの周知・教育の徹底  事業者(☆)

■ガス工作物の経年化対応

19
・優先順位付けに基づいた対策実施の推進　（要対策ねずみ鋳
鉄管）

●
 事業者 資料５－２参照

１２ページ

20
・対策実施に係る優先順位付け（維持管理ねずみ鋳鉄管）  事業者 資料５－２参照

１２ページ

21
・リスクマネジメント手法を活用した維持管理対策の推進（腐食劣
化対策管）

 事業者 資料５－２参照
１２ページ

22
・技術開発成果を活用した対策の推進  事業者 資料５－２参照

１２ページ

23
・優先順位付けに基づいた対策実施の推進（保安上重要な建物）

●
 事業者(★) 資料５－２参照

１２ページ

24
・国の補助金制度等の活用による対策実施（保安上重要な建物）

●
 国(★)、事業者（★） 資料５－２参照

１２ページ

25
・業務機会を捉えた改善の必要性周知（保安上重要な建物以外
の建物）

 事業者(★) 資料５－２参照
１２ページ

26
・技術開発成果を活用した対策の推進  事業者 資料５－２参照

１２ページ

27 ○製造設備対応
・高経年LNG設備対応

●
 事業者

１３ページ

■自社工事事故対策

28 ・自社工事に係る教育の徹底
 事業者

29 ・自社工事に係るベストプラクティスの共有
 事業者

■特定製造所内での供給支障対策

30 ・適確な配送管理の実施に向けた関係者間の相互確認教育 ●
 事業者

１３ページ

31 ・ガス工作物の適切な維持管理に関する教育
 事業者

１３ページ

32 ・ガス工作物の適確な操作手順に関する教育・訓練 ●
 事業者

１３ページ

○安全型機器・設備の更なる普及拡大

安全高度化目標の達成に向けた実行計画（アクションプラン） の進捗状況

○本支管対策

○道路における事故対策

○灯外内管対策

○作業ミスの低減に重点を置いた教育・訓練

○業務用機器・設備の安全性向上

○業務用需要家に対する安全意識の向上のための周知・
啓発

○関係事業者の安全意識向上のための周知・啓発

○家庭用需要家に対する安全意識の向上のための周知・
啓発

○作業ミスの低減に重点を置いた教育・訓練の徹底

資料４－２ 
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３．災害対策

対　　　　策 具体的な実施項目（●：ロードマップ参照） 実施主体
プレゼン資料

記載案件

■災害対策

33
・耐震化率の一層の向上  事業者

34
・「長柱座屈防止のための耐震設計指針(仮称）」の策定

●
 事業者

１４ページ

35
・支持部材損傷防止措置未実施の球形ガスホルダーの補強対策
の推進

●
 事業者

１４ページ

36
・重要電気設備等の津波・浸水対策の推進

●
 事業者

１５ページ

37
・防災データベースの改善及びICT等の技術の進歩に合わせた
情報システム等の継続的な見直し

●
 国、事業者

１５ページ

38
・防災訓練の実施  国、事業者

39
・供給停止判断基準の見直し

●
 国、事業者 １６～２１

ページ

40
・液状化により著しい地盤変位が生じる可能性の高い地区の特
定及びリスト化

●
 事業者

２２ページ

41
・自治体等により特定された盛土崩壊等の可能性のある地区の
リスト化

●
 事業者

２２ページ

42
・作業員の安全確保に係る避難場所の確保、災害対応マニュア
ル類の見直し、避難訓練を含む保安教育の再徹底

 事業者

43
・非裏波溶接鋼管の特定及び関係する遮断装置のリスト化

●
 事業者

２２ページ

44
・津波漂流物による損傷可能性のある橋梁添架管の特定及び関
係する遮断装置のリスト化

●
 事業者

２３ページ

45
・特定製造所における感震自動ガス遮断装置の全数設置に向け
た普及促進

●
 事業者

２３ページ

46
・通信手段の充実  国、事業者

47
・余震等を考慮した復旧作業員の安全に配慮した復旧活動のあ
り方の検討

●
 事業者

２４ページ

48
・復旧時における仮設配管及び導管地中残置に関する検討

●
 国

２４ページ

49
・移動式ガス発生設備の大容量化について検討

●
 国

２５ページ

50
・法定熱量測定の特例措置の検討

●
 国

２６ページ

51
・需要家データ、マッピングデータ等のバックアップの確保  事業者

52
・事前届出を行っていない車両に対する緊急通行車両確認標章
交付の迅速化

●
 国

２４ページ

53
・支援物資物流システム改善状況のフォロー  国

■その他

54
○その他災害対策 ・新たな災害知見の収集と設計指針等への反映の検討  国、事業者

４．その他

対　　　　策 具体的な実施項目（●：ロードマップ参照） 実施主体
プレゼン資料

記載案件

55 ・保安を担う国家資格制度の維持・改善
 国

56 ・国家資格を基盤とした人材育成の維持・改善
 事業者

57
○需要家に対する安全教育・啓発 ・ガスの取扱いや換気の必要性等に関する基本情報の継続発信  国、事業者

58
・事故分析の高度化に向けた改善  国、事業者

59
・情報公開・提供の仕組みに関する絶えざる改善  国、事業者

60
○水素インフラを想定した技術開発 ・水素インフラ実証事業及び関連技術調査の実施

●
 国、事業者

２７ページ

○事故情報の活用・公開

○保安人材の育成

○緊急対策

○復旧対策

○設備対策

※各シート中、以下の略称を使用。
　ＪＧＡ：一般社団法人日本ガス協会
　ＪＣＧＡ：一般社団法人日本コミュニティーガス協会
　ＪＧＫＡ：一般社団法人日本ガス石油機器工業会

※各シート中、「ロードマップ」欄の時期表記は、ガス安全高度化計画ロードマップから読み取った数値。
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No.1
消費段階
○安全型機器・設備の更なる普及拡大
・安全型ガス機器（エコジョーズ・Ｓｉセンサーコンロ等）の普及
－
事業者、製造者

ＪＧＡ
JＣGA

○日本ガス体エネルギー普及促進協議会（日本ガス協会・日本コミュニティーガス協会・日
本ＬＰガス団体協議会）及び日本ガス石油機器工業会、キッチン・バス工業会は、平成20
年4月以降の製造分について「Ｓｉセンサーコンロ（全口センサー）」の標準化を宣言し、同年
10月には全口ｾﾝｻｰが法制化された。

❏Ｓｉセンサーコンロの想定普及率（
*
累計出荷台数／

**
ガス使用中のお客さま件数）推移

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
累計出荷台数（千台） 1,677 3,375 5,120 6,914
普 及 率 6.6% 13.3% 20.2% 27.0%

○日本ガス体エネルギー普及促進協議会（日本ガス協会・日本コミュニティーガス協会・日
本ＬＰガス団体協議会）及び日本ガス石油機器工業会は、平成22年6月に、平成25年3月
末までに一部機器を除き「エコジョーズ（高効率ガス給湯器）」を標準化することを宣言し
た。

❏エコジョーズの想定普及率（
*
累計出荷台数／

**
ガス使用中のお客さま件数）推移

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
累計出荷台数（千台） 868 1,167 1,550 2,012
普 及 率 3.4% 4.6% 6.1% 7.9%

* 出典：日本ガス石油機器工業会調査
** 出典：日本ガス協会調査

○日本ガス体エネルギー普及促進協議会（日本ガス協会・日本コミュニティーガス協会・日
本ＬＰガス団体協議会）及び日本ガス石油機器工業会は、平成23年４月以降にガス機器
メーカーが生産する全てのバランス型ふろがま（ＢＦ式ふろがま）について、ガスふろがま
の更なる安全性向上への取り組みとして下記の４つの安全機能を新たに標準搭載した。

・誤操作・異常操作による異常着火防止 ・ふろ消し忘れ防止
・冠水による機器内部焼損・異常着火防止 ・タイムスタンプ機能搭載

❏ＢＦふろがま（新仕様）累計出荷台数
平成23年度

累計出荷台数（台） 7万9千

○日本ガス協会やガス事業者、日本ガス石油機器工業会、機器メーカーは、これらの安
全型機器の普及拡大に向けて周知・広報活動（ＰＲチラシの作成、キャンペーンの実施、イ
ベントを通じたＰＲ活動等）を実施している。

製造者

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

進捗
状況

事業者



No.2
消費段階
○安全型機器・設備の更なる普及拡大
・安全性の高いガス栓・接続具の普及
－
事業者、製造者

○「JIS S2120 ガス栓」の改正が予定されていることに伴い、当該ＪＩＳを引用している「告
示第３５５号：ガス工作物の技術上の基準の細目を定める告示」の改正を検討する。

○「JIS S2135 ガス機器用迅速継手」及び「JIS S2146 両端迅速継手付ガス用ゴム管」の
改定が予定されていることに伴い、当該JISを引用している「告示第５７９号：金属管、金属
可とう管、両端に迅速継手の付いたゴム管及び強化ガスホースの規格並びに燃焼器とガ
ス栓との接続方法を定める件」の改正を検討する。

事業者 ＪＧＡ

○日本ガス協会は、「ガスと暮らしの安心」運動をはじめ、ガス展、定期保安点検等の各種
業務機会を通じて、安全性の高いガス栓への取替え促進を図るため以下のようなパンフ
レット等を製作し、ガス事業者へ提供している。ガス事業者は、これらを活用して、業務接
点機会を通じて安全性の高いガス栓への取替え促進を図っている。

①「ガスと暮らしの安心」運動を通じた周知・啓発（ポスター掲示）
平成23 ガス協会標準版：9,164枚、事業者作成版：320枚
平成22 ガス協会標準版：8,332枚、事業者独自版：242枚
平成21 ガス協会標準版：8,546枚、事業者独自版：264枚

②ガス協会作成パンフレット
「快適ガスライフの基礎知識」

（都市ガス事業者購入ベース）
平成23 1,953,050部
平成22 1,895,900部
平成21 1,894,900部

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

国

進捗
状況



事業者 ＪＣＧＡ

○ガスと暮らしの安心運動・・・需要家に対してガスの安全使用の周知・啓発や安全型機
器への買い替えを促進し、消費者事故の防止を図るため毎年度実施している保安運動
（日本コミュニティーガス協会と日本ガス協会が主催）

[参考]平成23年度「ガスと暮らしの安心運動」実施結果
（１）運動参加事業者 1,449社（参加率97.4％）
（２）ポスター掲示 7,910枚（簡易ガス団地1地点群当たり1枚掲示）
（３）チラシ配布 947,435枚（全調定件数に対しての配布率77.5.％）
（４）その他事業者が実施した消費者事故防止の取り組み

・町内会等での周知活動
・料理教室を開催し、安全型機器をPR
・ガス展で安全装置付きガス機器への買い替えを促進
・業務機会を通して消費機器事故防止の周知
・業務用厨房にCOセンサー取付及び一酸化炭素中毒事故防止の注意喚起実施

製造者
ＪＧＫＡ

○ガス栓及び接続具に関する注意事項について以下のＨＰにて掲載し注意を促している。
(http://www.jgka.or.jp/consumer/gasu-riyou/anzen-gasu/gassen/index.html)
・古いガス栓は安全な新しいガス栓（ヒューズガス栓・ガスコンセント）にお取り替えくださ
い。

進捗
状況



No.3
消費段階
○安全型機器・設備の更なる普及拡大
・警報器の開発（●）
～2013年度 実施(国プロ)
～2014年度 製品化・商品化
国、事業者、製造者

○次世代高信頼性ガスセンサー技術開発事業（平成２０～２３年度）ＮＥＤＯプロジェクトを
実施。（事業予算：平成20年度98百万円、平成21年度99百万円、平成22年度81百万円、
平成23年度61百万円）
実施体制については①次世代ガスセンサー開発のための評価基盤技術の開発（日本ガ
ス協会：平成２０年度は、NEDO予算で、２１～２３年度は日本ガス協会の自主事業）②低
消費電力ガスセンサーの開発（NEDOがメーカー６社に対して事業費の1/2を助成：平成２
１～２３年度）

○現在主流となっている都市ガスセンサーは、ガスを検知するためにセンサーを400℃以
上に加熱することが必要となり交流電源が必要なことから、普及の阻害要因となってい
る。ナノテクノロジーによりガスセンサーを超小型化し、消費電力を現行の1/2000以下にす
ることにより、ガスセンサーの電池駆動によるコードレス化を実現するため、次世代ガスセ
ンサー開発のための評価基盤技術の開発及び低消費電力センサーの開発を実施。

○本技術開発事業の結果、次世代ガスセンサーの長期信頼性を加速評価する基盤技術
を開発するとともに電池駆動が可能で長寿命（５年以上の寿命）なガスセンサーの実用化
に目途が得られた。

事業者ＪＧＡ

○電池駆動警報器に使用できる次世代高信頼性ガスセンサーの技術開発
日本ガス協会がセンサーメーカー６社との連携により、超低消費電力かつ高信頼性を有

するガスセンサー（３種の検知方式を選定）の開発を実施し、次の成果を得た。
１．共通基盤技術の構築（H20年度NEDOプロジェクト「次世代高信頼性ガスセンサー技術
開発事業」として実施）

実設置環境においてセンサー耐久性に影響を与える因子を解明するための共通基盤技
術として、各社のセンサー開発品を１つのユニットに組み込み、これを実際の住宅に設置
して設置環境をモニターするとともに、定期的に回収してセンサー性能を確認する「実環境
特性変動試験」の手法を構築した。
２．共通基盤技術の運用（H21～23年度日本ガス協会自主活動として実施）

共通基盤技術として構築した「実環境特性変動試験」を運用し、本事業に参画するセン
サーメーカー６社との共同研究にて国内６６０件の実設置環境（一般家庭の台所）における
温度・湿度・被毒ガス濃度データとともにセンサー特性変動データを取得し、センサーメー
カー６社の本事業におけるセンサー開発を牽引した。

○次世代高信頼性ガスセンサー技術開発事業
センサーメーカー６社が日本ガス協会との連携により、メーカー各社が技術を保有する

検知方式について、超低消費電力かつ高信頼性を有するガスセンサーの開発を実施し、
次の成果を得た。
１．超低消費電力および高信頼性ガスセンサー実現に必要な次の改良点を明確化

○半導体式COセンサー：感ガス素子の微小化、CO検知阻害物質付着抑制など
○電気化学式COセンサー：CO検知電極の改良、センサー周辺部材の改良など
○マイクロメタンセンサー：感ガス素子の微小化、ヒーター保護膜付加など

これにより、本事業の目標①「消費電力0.1mW以下」、②「加速評価手法により５年以上の
耐久性に目途をつける」、③「JIAの警報器検査規程を満足する」を達成し、実用化開発
フェーズに移行した。
２．商品化移行への見込み

各センサーメーカーでは、サンプル出荷や量産検討などの実用化に向けた検討、
ならびに、各種センサーについて本事業で得られた知見を基にした信頼性確認が
行われる予定であり、１～２年後(平成２５年～２６年)の上市を目指した検討が進められて
いる。

段階
対策

具体的な実施項目

ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

実施主体

進捗
状況

国

製造者



No.3-2
消費段階
○安全型機器・設備の更なる普及拡大
・警報器の普及
-
-
国、事業者

○経済産業省のホームページで事故が生じた際注意喚起を行っている。（以下「例」を示す。）
・ガス漏れの発生を素早く認知するには、ガス漏れ警報器の設置が効果的です。不完全燃焼警報機
能付きガス漏れ警報器の設置をお勧めします。ガス漏れや不完全燃焼によって発生した一酸化炭素
を検知すると、ランプと音声でお知らせします。ガスの種類によっては不完全燃焼警報器とガス漏れ警
報器をそれぞれ設置する必要があります。
(http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/index.html) 以下同じ。

ＪＧＡ

○ガス警報器の普及促進
日本ガス協会は、「ガスと暮らしの安心」運動を通じて、ガス警報器の普及啓発ポスターを製作し、普

及促進を図るべく、ガス事業者への提供をしている。

＜参考＞
都市ガス警報器の普及率（総取付数／ガス使用中のお客さま件数）推移

平成19年度末 平成20年度末 平成21年度末 平成22年度末 平成23年度末
40.6% 41.0% 40.5% 40.9% 39.4%

＊出典：日本ガス協会調査

JCGA

○日本コミュニティーガス協会では、毎年度「ガス警報器等設置促進運動」を実施しており、ポスター、
チラシ等を活用した需要家への啓発や説明を行い、ガス警報器やCO警報器の普及促進を図ってい
る。また、消防法で設置が義務化された火災警報器の設置にあわせ、複合型警報器（火災・ガス・CO）
の普及促進も図っている。

ガス警報器普及率（平成21～23年）

※出典：ガス警報器等設置促進運動の実施報告

段階
対策

具体的な実施項目

ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

実施主体

進捗
状況

国

事業者

普及率＝ 重点・一般普及対象設置数

重点・一般普及対象調定数
普及率＝
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No.4
消費段階
○家庭用非安全型機器の取替え促進
・安全装置を搭載していない機器の撲滅に向けた取替え促進（●）
～2019年度 実施
国(★)、事業者(★)
○経済産業省のホームページで、事故が生じた際、注意喚起を行っている。（以下、「例」
を示す。）
【平成２４年１０月１５日 兵庫県の一般住宅で風呂釜で火災事故（人損無し）が発生。】
・メーカーがリコールした製品は必ず点検等をうけてください。・取られる措置は製品により
異なりますが、無償点検や部品交換などを行うことで安全を確保します。当該製品の場合
は、点検と部品交換を無償で実施しています。

○ガスの安全利用に関する普及啓蒙を行う経済産業省の専用ＨＰ「ガスの安全見直し隊」
において、注意喚起を行っている。（以下、「例」を示す。）
換気不良や湯沸器の排気口の詰まりなどによる不完全燃焼が原因で、一酸化炭素中毒
が発生する危険があります。 事故が起きる前に、不完全燃焼防止装置が働いてガスをス
トップさせます。 現在市販されている小型湯沸器には、すべて不完全燃焼防止装置が付
いています。古い小型湯沸器をお使いの方は、不完全燃焼防止装置付き小型湯沸器へ
の取替をおすすめします。

事業者 ＪＧＡ

○安全型機器の普及促進
日本ガス協会は、「ガスと暮らしの安心」運動をはじめ、ガス展、定期保安点検等の各種業
務機会を通じて、安全型機器への取替え促進を図るため以下のようなパンフレット等の版
下を製作し、ガス事業者へ提供している。
ガス事業者は、これらを活用して、業務接点機会を通じて取替え促進を図っている。

①「ガスと暮らしの安心」運動を通じた周知・啓発（ポスター掲示）
平成23 ガス協会標準版：9,164枚、事業者作成版：320枚
平成22 ガス協会標準版：8,332枚、事業者独自版：242枚
平成21 ガス協会標準版：8,546枚、事業者独自版：264枚

②ガス協会作成パンフレット「快適ガスライフの基礎知識」
（都市ガス事業者購入ベース）

平成23 1,953,050部
平成22 1,895,900部
平成21 1,894,900部

＜参考＞
非安全型ガス機器の残存数推移（集計対象：開栓中需要家）
［出典：日本ガス協会調査］

*：残存数／ガス使用中の需要家件数
**： 閉栓中のお客さまを含む残存数となっているため、残存率の分母はメーター取付数と
している。

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

国

進捗
状況

平成21年度 平成22年度 平成23年度
残存数 19千台 15千台 14千台
残存率* 0.07% 0.05% 0.05%
残存数 20千台 16千台 13千台
残存率* 0.07% 0.05% 0.05%
残存数 241千台 207千台 177千台
残存率** 0.80% 0.72% 0.61%
残存数 17千台 15千台 15千台
残存率* 0.06% 0.06% 0.06%

不燃防なし小型湯沸器

不燃防なし浴室内ＣＦふろがま

不燃防なしその他ＣＦ機器

金網ストーブ



進捗
状況

事業者 ＪＣＧＡ

○消費段階事故防止のための広報活動を実施。
＜家庭用需要家に対する広報活動＞

①「ガスと暮らしの安心運動
＊

」において、下記の内容について周知
・ガス機器に関する正しい使用方法、誤った使用に伴う危険性の周知
・非安全型機器の台数把握と、安全装置付き機器への取替えの要請
・ガスと暮らしの安心運動用ポスターの適切な場所への掲示及び消費者へチラシ等の

配布による周知
・ガス機器使用中は、換気扇を回す、窓を開けるなど、必ず換気するよう周知
・複合型警報器の普及促進
・ガス機器とガス栓の正しい接続方法や、間違った接続による危険性について周知

②その他の広報活動
・「ガス警報器等設置促進運動」において、ガス・CO警報器の設置及び交換を推進
・日本コミュニティーガス協会で、需要家向けの周知文「ガス機器にはきちんと合う接

続具の付いたゴム管をお使いください」を作成し、ガス機器とガス栓の正しい接続方
法を消費者に周知

○非安全型ガス機器の残存数と残存率
①開放式ガス湯沸器 1,635台（0.1％）
②ガスコンロ 6,775台（0.6％）
③ふろがま 2,186台（0.2％）
なお、（ ）内の％は調定件数に対する割合を示す。



No.5
消費段階
○業務用機器・設備の安全性向上
・（ＣＯセンサーを中心とした）ガス厨房安全システムの開発（●）
～2014年度 実施
事業者、製造者

事業者 ＪＧＡ

○平成21年より都市ガス3社（東京ガス・大阪ガス・東邦ガス）と厨房機器メーカー、および日
本ガス協会とで業務用厨房機器へのＣＯセンサーの内蔵に関する共同研究を開始。ＣＯセン
サー内蔵機器試作センサー劣化要因調査を経て、現在、厨房での実使用環境におけるセン
サーの耐久性評価を実施中。耐久性評価結果を踏まえて、製品化の検討を予定している。

○平成23年度の成果
厨房での実使用環境におけるセンサー性能評価
・センサー劣化促進物質の存在を確認
・センサー感度の変動を確認

製造者

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

進捗
状況

実際の業務用厨房にて耐久性

評価を実施中の回転釜



No.6
消費段階
○業務用機器・設備の安全性向上
・立消え安全装置搭載業務用厨房機器の開発（●）
～2014年度 実施
事業者、製造者

事業者 ＪＧＡ

○平成21年より都市ガス3社（東京ガス・大阪ガス・東邦ガス）と厨房機器メーカー、および
日本ガス協会とで業務用ガスコンロへの立消え安全装置の装着に関する共同研究を開
始。
安全装置付きガスコンロの試作、センサー劣化要因調査を経て、現在、厨房での実使用
環境における耐久性評価を実施中。
耐久性評価結果を踏まえて、製品化の検討を予定している。

○平成23年度の成果
・モニターデータの取得
・熱電対の熱劣化寿命を推定
・使用者からの意見の収集（操作性に関する課題の抽出）

実施主体

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

進捗
状況

製造者

実際の業務用厨房にて耐久

性評価を実施中の業務用ガ



No.7
消費段階
○家庭用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発
・非安全型機器・経年設備の取替えのおすすめ
－
国(★)、事業者(★)

○経済産業省のホームページで、事故が生じた際、注意喚起を行っている。（以下、「例」
を示す。）
【平成２４年４月１１日 東京都の一般集合住宅で湯沸器が焼損する事故（人損なし）が発
生。】
・古いガス機器は交換してください。
・ガス機器は古くなると部品が劣化し、火災や事故をおこすおそれがあります。
・古いガス機器は、“安全装置の付いたガス機器”にお早めに交換しましょう。

○ガスの安全利用に関する普及啓蒙を行う経済産業省の専用ＨＰ「ガスの安全見直し隊」
において、注意喚起を行っている。（以下、「例」を示す。）
換気不良や湯沸器の排気口の詰まりなどによる不完全燃焼が原因で、一酸化炭素中毒
が発生する危険があります。 事故が起きる前に、不完全燃焼防止装置が働いてガスをス
トップさせます。 現在市販されている小型湯沸器には、すべて不完全燃焼防止装置が付
いています。古い小型湯沸器をお使いの方は、不完全燃焼防止装置付き小型湯沸器へ
の取替をおすすめします。

事業者 ＪＧＡ

○「ガスと暮らしの安心」運動をはじめ、ガス展、定期保安点検等の各種業務機会を通じ
て、非安全型機器・経年設備の取替え促進を図るため以下のようなパンフレット等を製作
し、ガス事業者へ提供している。ガス事業者は、これらを活用して、業務接点機会を通じて
非安全型機器・経年設備の取替え促進を図っている。

①「ガスと暮らしの安心」運動を通じた周知・啓発（ポスター掲示）
平成23 ガス協会標準版：9,164枚、事業者作成版：320枚
平成22 ガス協会標準版：8,332枚、事業者独自版：242枚
平成21 ガス協会標準版：8,546枚、事業者独自版：264枚

②ガス協会作成パンフレット「快適ガスライフの基礎知識」
（都市ガス事業者購入ベース）

平成23 1,953,050部
平成22 1,895,900部
平成21 1,894,900部

進捗
状況

事業者 ＪＣＧＡ

○消費段階事故防止のための広報活動を実施。
＜家庭用需要家に対する広報活動＞

①「ガスと暮らしの安心運動
＊

」において、下記の内容について周知
・ガス機器に関する正しい使用方法、誤った使用に伴う危険性の周知
・非安全型機器の台数把握と、安全装置付き機器への取替えの要請
・ガスと暮らしの安心運動用ポスターの適切な場所への掲示及び消費者へチラシ等の

配布による周知
・ガス機器使用中は、換気扇を回す、窓を開けるなど、必ず換気するよう周知
・複合型警報器の普及促進
・ガス機器とガス栓の正しい接続方法や、間違った接続による危険性について周知

②その他の広報活動
・「ガス警報器等設置促進運動」において、ガス・CO警報器の設置及び交換を推進
・日本コミュニティーガス協会で、需要家向けの周知文「ガス機器にはきちんと合う接

続具の付いたゴム管をお使いください」を作成し、ガス機器とガス栓の正しい接続方
法を消費者に周知

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

国

進捗
状況



No.8
消費段階
○家庭用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発
・機器使用時の換気励行のお願い
－
国(★)、事業者(★)

○経済産業省のホームページで、事故が生じた際、注意喚起を行っている。（以下、「例」を
示す。）
【平成２４年９月２９日 愛知県の一般住宅でガス栓の誤開放による火災事故（人損無し）が
発生。】
・ガス臭いと感じたら、すぐガス事業者へ連絡してください。
・窓や戸を大きく開けましょう。

○ガスの安全利用に関する普及啓蒙を行う経済産業省の専用ＨＰ「ガスの安全見直し隊」に
おいて、注意喚起を行っている。（以下、「例」を示す。）
ガスは、新鮮な空気を求めています。換気が不十分な状態でガスが燃焼すると、不完全燃焼
となり、一酸化炭素中毒になる恐れがあります。換気扇を回すか、窓を開けるなど必ず換気
をしましょう。

ＪＧＡ

○換気の励行啓発
日本ガス協会は、「ガスと暮らしの安心」運動をはじめ、ガス展、定期保安点検等の各種業務
機会を通じて、換気の励行を啓発するため以下のようなパンフレット等を製作し、ガス事業者
へ提供している。
ガス事業者は、これらを活用して、業務接点機会を通じて換気の励行のお願いをしている。

①「ガスと暮らしの安心」運動を通じた周知・啓発（ポスター掲示）
平成23 ガス協会標準版：9,164枚、事業者作成版：320枚
平成22 ガス協会標準版：8,332枚、事業者独自版：242枚
平成21 ガス協会標準版：8,546枚、事業者独自版：264枚

②ガス協会作成パンフレット「快適ガスライフの基礎知識」
（都市ガス事業者購入ベース）
平成23 1,953,050部
平成22 1,895,900部
平成21 1,894,900部

ＪＣＧＡ

○消費段階事故防止のための広報活動を実施。
＜家庭用需要家に対する広報活動＞

①「ガスと暮らしの安心運動＊」において、下記の内容について周知
・ガス機器に関する正しい使用方法、誤った使用に伴う危険性の周知
・非安全型機器の台数把握と、安全装置付き機器への取替えの要請
・ガスと暮らしの安心運動用ポスターの適切な場所への掲示及び消費者へチラシ等の
配布による周知
・ガス機器使用中は、換気扇を回す、窓を開けるなど、必ず換気するよう周知
・複合型警報器の普及促進
・ガス機器とガス栓の正しい接続方法や、間違った接続による危険性について周知
②その他の広報活動
・「ガス警報器等設置促進運動」において、ガス・CO警報器の設置及び交換を推進
・日本コミュニティーガス協会で、需要家向けの周知文「ガス機器にはきちんと合う接
続具の付いたゴム管をお使いください」を作成し、ガス機器とガス栓の正しい接続方
法を消費者に周知

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

進捗
状況

国

事業者



No.9
消費段階
○長期使用製品安全点検制度に基づく家庭用機器の経年劣化対応
・周知活動と所有者票回収率向上策の実施
－
国(★)、事業者(★)、製造者(★)
○当該制度のガイドラインを改定し、所有者票の改善（視認性の向上、記載事項の簡素化
等）、所有者票の代行記入が可能であること等について記載を追加する等、本制度の一
層の定着に向けた運用の見直しを実施。

○関連する事業者に対して、文書を発出し、ガイドラインの改定内容の周知を図るととも
に、取引先の事業者や消費者への本制度の周知を要請。また、当該製品を販売する販売
事業者等に対して所有者への説明義務の徹底、設置・修理等を行う関連事業者（設置工
事事業者、不動産販売事業者など）に対して販売事業者に協力し所有者への制度説明等
の取組を行うことを要請。

○消費者に対して、消費者団体と協力し消費者向けの広報資料・リーフレット等を作成し、
周知を実施。

○経済産業省と事業者等による連絡会を開催し、特定製造事業者等の取組によるベスト
プラクティス等の情報を共有。

事業者 ＪＧＡ

○周知活動：
「ガスと暮らしの安心」運動をはじめ、ガス展、定期保安点検等の各種業務機会を通じて、
長期使用製品安全点検制度に基づく家庭用機器の経年劣化対応に関わる内容について
以下のようなパンフレット等の版下を製作し、ガス事業者へ提供している。
ガス事業者は、これらを活用して、業務接点機会を通じて周知を図っている。

◇ガス協会作成パンフレット「快適ガスライフの基礎知識」
（都市ガス事業者購入ベース）

平成23 1,953,050部
平成22 1,895,900部
平成21 1,894,900部

○設置事業者が制度を理解し、機器の設置時に使用者に適切に説明し、登録を促すた
め、機器設置者の資格である「ガス機器設置スペシャリスト」（ＧＳＳ）を運営する「ガス機器
設置技能士各制度運営委員会」に提案承認を得て、平成２４年度より、当制度を講習テキ
ストに追加し、新規講習・更新講習での説明を開始した。
＜参考：ＧＳＳ資格登録状況（年度末）＞

平成２１ 平成２２ 平成２３
ＧＳＳ登録者数 16,044 15,499 14,387
ＧＳＳ新規講習受講者数 609 562 666
ＧＳＳ更新講習修了者数 3,916 4,869 2,875

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

国

進捗
状況



事業者 ＪＣＧＡ

○長期使用製品安全点検制度が開始された、平成21年4月より法定周知チラシにて制度
を紹介している。

製造者 ＪＧＫＡ

○長期使用製品安全点検制度については、以下に示すＨＰにて周知を行っている。
(http://www.jgka.or.jp/information/2009/20090301.html)
・特定保守製品取引事業者向けに「長期使用製品安全点検制度」パンフレットを工業会で
作成し、同様に以下のＨＰにて公表している。
(http://www.jgka.or.jp/information/2009/pdf/2009_02_00_choki-shiyo-seihin_chirashi.pdf)

進捗
状況

全需要家に対する一般的な

法定周知チラシ

長期使用製品安全点検制度についての周知内容



No.10
消費段階
○業務用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発
・消費機器・給排気設備のメンテナンスのお願い
－
国(★)、事業者(★)

○食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止の協力要請文をガ
ス事業者業界に対し、発出し、この旨ＣＯ中毒事故省庁連絡会議の関係省庁（消防庁、厚
生労働省、文科省、農水省、国交省）へも周知した。（平成24年8月24日付け）
※周知文は別紙。

○業務用需要家を所掌する関係省庁等（国土交通省、農林水産省、文部科学省等７府省
庁）との間で「ＣＯ中毒事故省庁連絡会議」を開催、ＣＯ中毒の発生状況や取り組み状況を
共有（平成２４年８月開催）

○経済産業省のホームページで、事故が生じた際、注意喚起を行っている。（以下、「例」
を示す。）
【平成２４年８月３日 静岡県の飲食店でＣＯ中毒事故（軽傷1名）が発生。】
・ガス機器やガス設備は日頃から点検・お手入れをしてください。
・日頃からの点検・お手入れが、ガスによる事故を防ぐ基本です。
・日頃の点検を心がけ、不審な点が見つかったらガス事業者などに連絡して、すぐに改善
してください。
さらに、これらの事故の情報は、その都度、業務用需要家を所掌する関係省庁等（国土交
通省、農林水産省、文部科学省等７府省庁）とも共有。

○ ガスの安全利用に関する普及啓蒙を行う経済産業省の専用ＨＰ「ガスの安全見直し
隊」において、注意喚起を行っている。（以下、「例」を示す。）
ガス機器の給排気口や換気設備の吸い込み口は、油やほこり等がたまりやすくなり、給
気・換気不足になる恐れが生じます。日頃より"換気"を効果的に行えるような点検・清掃
が必要です。またガス機器・換気設備は長い間使用していると消耗劣化等により、事故の
原因になることもあります。ガス機器メーカー等へ定期的なメンテナンスの依頼をお願いし
ます。

ＪＧＡ

○ガス事業者に、定期保安点検や各種業務機会を通じて、
右図のパンフレット等を用いて業務用需要家に対し、
消費機器・給排気設備の換気やメンテナンスに関する
周知・啓蒙を実施するよう支援している。

＜参考＞
業務用厨房でガスをお使いのみなさまへの周知パンフ
レット『ガス機器の正しい使い方』※の配布状況

平成22 平成23 平成24（1～9月）
530,000部 64,000部 38,000部
（都市ガス事業者 購入ベース）

ＪＣＧＡ

○業務用需要家に対する広報活動を実施。
・「ガスと暮らしの安心運動」において、業務用厨房等の需要家に「ガス機器使用中の換

気」「給排気口や排気装置の清掃」「煙突、排気ダクトの詰まり、割れ、外れのチェック」「従
業員への安全教育」の強化を要請

・業務用厨房でガスを使用する方に対して、ガス機器の正しい使い方や事故防止につい
て取りまとめた冊子「ガス機器の正しい使い方」を配布。

・業務用厨房でのCO中毒を防止するため、業務用換気警報器やCO警報器の設置につ
いて基準とチェックポイントを記載した周知チラシ「正しく設置しましょうCOを検知する警報
器」をガス事業者に配布

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

進捗
状況

国

事業者



No.11
消費段階
○業務用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発
・換気の励行のお願い
－
国(★)、事業者(★)

○食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止の協力要請文をガ
ス事業者業界に対し、発出し、この旨ＣＯ中毒事故省庁連絡会議の関係省庁（消防庁、厚
生労働省、文科省、農水省、国交省）へも周知した。（平成24年8月24日付け）
※周知文は別紙。

○業務用需要家を所掌する関係省庁等（国土交通省、農林水産省、文部科学省等７府省
庁）との間で「ＣＯ中毒事故省庁連絡会議」を開催、ＣＯ中毒の発生状況や取り組み状況を
共有（平成２４年８月開催）

○経済産業省のホームページで、事故が生じた際、注意喚起を行っている。（以下、「例」
を示す。）
【平成２４年８月３日 静岡県の飲食店でＣＯ中毒事故（軽傷1名）が発生。】
・ガス機器の使用中は必ず換気をしてください。
・ガス機器の使用中は、必ず換気扇を回してください。
さらに、これらの事故の情報は、その都度、業務用需要家を所掌する関係省庁等（国土交
通省、農林水産省、文部科学省等７府省庁）とも共有。

○ガスの安全利用に関する普及啓蒙を行う経済産業省の専用ＨＰ「ガスの安全見直し隊」
において、注意喚起を行っている。（以下、「例」を示す。）
ガスが燃焼するには新鮮な空気（酸素）が必要です。空気が不足すると、不完全燃焼をお
こし、一酸化炭素中毒の原因となり、死亡事故につながることがあります。ガス機器を使用
するときは、必ず換気扇を回すか、換気装置を動かし、換気をしましょう。

ＪＧＡ

○ガス事業者に対して、定期保安点検や各種業務機会を通じて、
右図のパンフレット等を用いて業務用需要家に対し、
消費機器・給排気設備の換気やメンテナンスに関する
周知・啓蒙を実施するよう支援している。

＜参考＞
業務用厨房でガスをお使いのみなさまへの周知パンフ
レット『ガス機器の正しい使い方』※の配布状況

平成22 平成23 平成24（1～9月）
530,000部 64,000部 38,000部
（都市ガス事業者 購入ベース）

ＪＣＧＡ

○業務用需要家に対する広報活動を実施。
・「ガスと暮らしの安心運動」において、業務用厨房等の需要家に「ガス機器使用中の換

気」「給排気口や排気装置の清掃」「煙突、排気ダクトの詰まり、割れ、外れのチェック」「従
業員への安全教育」の強化を要請。

・業務用厨房でガスを使用する方に対して、ガス機器の正しい使い方や事故防止につい
て取りまとめた冊子「ガス機器の正しい使い方」を配布。

・業務用厨房でのCO中毒を防止するため、業務用換気警報器やCO警報器の設置につ
いて基準とチェックポイントを記載した周知チラシ「正しく設置しましょうCOを検知する警報
器」をガス事業者に配布

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

進捗
状況

国

事業者











No.12
消費段階
○業務用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発
・警報器の設置のおすすめ、警報器作動時の対応
－
国(★)、事業者(★)

○食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止の協力要請文をガ
ス事業者業界に対し、発出し、この旨ＣＯ中毒事故省庁連絡会議の関係省庁（消防庁、厚
生労働省、文科省、農水省、国交省）へも周知した。（平成24年8月24日付け）

○業務用需要家を所掌する関係省庁等（国土交通省、農林水産省、文部科学省等７府省
庁）との間で「ＣＯ中毒事故省庁連絡会議」を開催、ＣＯ中毒の発生状況や取り組み状況を
共有（平成２４年８月開催）

○経済産業省のホームページで、事故が生じた際、注意喚起を行っている。（以下、「例」
を示す。）
【平成２４年８月３日 静岡県の飲食店でＣＯ中毒事故（軽傷1名）が発生。】
・不完全燃焼警報機能付きガス漏れ警報器の設置をお勧めします。
・ガス漏れや不完全燃焼によって発生した一酸化炭素を検知すると、ランプと音声でお知
らせします。
・ガスの種類によっては不完全燃焼警報器とガス漏れ警報器をそれぞれ設置する必要が
あります。
さらに、これらの事故の情報は、その都度、業務用需要家を所掌する関係省庁等（国土交
通省、農林水産省、文部科学省等７府省庁）とも共有。

○ガスの安全利用に関する普及啓蒙を行う経済産業省の専用ＨＰ「ガスの安全見直し隊」
において、注意喚起を行っている。（以下、「例」を示す。）
・ガス・ＣＯ警報器を設置しましょう。ガス漏れや、不完全燃焼によって発生した一酸化炭素
を検知すると、ランプと音声でお知らせします。※ガスの種類によっては、不完全燃焼警報
器とガス漏れ警報器をそれぞれ設置する必要があります。

ＪＧＡ

○警報器の設置のおすすめ、警報器作動時の対応のお願い
日本ガス協会は、定期保安点検等の各種業務機会を通じて、業務用需要家に対して、一
酸化炭素（ＣＯ）を検知できる警報器の設置のおすすめ、警報器作動時の対応のお願いを
するため以下のようなパンフレット等を製作し、ガス事業者へ提供している。
ガス事業者は、これらを活用して、警報器の設置のおすすめ、警報器作動時の対応のお
願いをしている。

○厨房環境に適した「業務用換気警報器」がラインナップされており、業務用厨房を持つ
需要家には業務用換気警報器のおすすめを実施している事業者も増えている。

平成23 131事業者
平成22 105事業者
平成21 82事業者

（日本ガス協会調べ）

○ガス協会作成パンフレット「安心ワークガイド」
（都市ガス事業者購入ベース）

平成23 143,430部
平成22 120,700部
平成21 98,070部

ＪＣＧＡ

○業務用需要家に対する広報活動を実施。
・「ガスと暮らしの安心運動」において、業務用厨房等の需要家に「ガス機器使用中の換

気」「給排気口や排気装置の清掃」「煙突、排気ダクトの詰まり、割れ、外れのチェック」「従
業員への安全教育」の強化を要請。

・業務用厨房でガスを使用する方に対して、ガス機器の正しい使い方や事故防止につい
て取りまとめた冊子「ガス機器の正しい使い方」を配布。

・業務用厨房でのCO中毒を防止するため、業務用換気警報器やCO警報器の設置につ
いて基準とチェックポイントを記載した周知チラシ「正しく設置しましょうCOを検知する警報
器」をガス事業者に配布

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
実施主体

進捗
状況

国

事業者



No.13
消費段階
○関係事業者の安全意識向上のための周知・啓発
・（主に給排気設備の）設備設計・工事に関する指導（●）
～2014年度 制度化検討
～2019年度 制度化
国（☆）

進捗
状況

○「ガス機器の設置基準及び実務指針」（一般財団法人日本ガス機器検査協会発行、経
済産業省監修）の見直し作業（平成２５年度発行予定）の一環として、以下を実施中。
・開放廊下について、廊下巾の相違による開口条件の明確化、開放廊下に面した給気
口、換気口の設置条件の見直し
・インナーバルコニーについて、ＦＥ式・ＦＦ式トップの設置基準、インナーバルコニーに面し
た給気口、活気口の設置条件の見直し
○同指針に記載された給排気設備のメンテナンスについての記述を参考に、関係省庁当
との間で実効ある対策の具体化に向け、検討を進めていく。

段階
対策

具体的な実施項目

ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

実施主体

国



No.14
消費段階
○関係事業者の安全意識向上のための周知・啓発
・（建物塗装養生時等の）注意事項に関する周知･啓発
－
国(☆)、事業者(☆)

○国土交通省に対し、建物外装工事の際、工事業者が養生用ビニルシート等で各戸のガ
ス機器の給排気口を塞いだ状態で、住民がガス機器を使用した場合に、不完全燃焼を起
こし、ＣＯ中毒を起こすおそれがあることから、工事業者に対する注意喚起について、協力
依頼を行った。（平成24年7月30日付け） また、併せて、ガス事業者業界にも当該事故防
止対策について協力依頼を行った。（同日付け）

○業務用需要家を所掌する関係省庁等（国土交通省、農林水産省、文部科学省等７府省
庁）との間で「ＣＯ中毒事故省庁連絡会議」を開催、ＣＯ中毒の発生状況や取り組み状況を
共有（平成２４年８月開催）

○経済産業省ＨＰにおける、事故後の注意喚起の例
【平成２０年２月２５日 愛知県の一般集合住宅において、風呂釜を使用中にＣＯ中毒（死
亡：1名）が発生。】
・事業者の皆様へ 外壁塗装作業等におけるマスキング、目張り、養生等に際し、やむを
得ずガス機器の吸・排気口をビニールシート等で塞ぐ場合には、居住者の方に当該ガス
機器を使用しないよう周知を図る等の安全確保に充分注意し、作業をお願いします。

○ガスの安全利用に関する普及啓蒙を行う経済産業省の専用ＨＰ「ガス安全見直し隊」に
おいて、注意喚起を行っている。（以下、「例」を示す。）
・工事の際に、やむを得ず、給排気筒（煙突）・換気扇・給排気口・屋外式給湯器をビニー
ルで覆う場合、お客様へガス機器を使用しないようにお知らせしてください。給排気筒（煙
突）・換気扇・給排気口・屋外式給湯器などをビニールで覆ったままの状態でガス機器を使
用すると、すぐ消えてしまったり、新鮮な空気が不足して不完全燃焼により一酸化炭素（Ｃ
Ｏ）中毒の原因や、ガス機器が異常着火を起こして破損や火災の原因となり大変危険で
す。

ＪＧＡ

○経済産業省の協力依頼（平成24年7月30日付け）を受け、
塗装工事中や工事終了直後において、給排気設備が塞が
れていないことを確認した後にガス機器を使用するよう、
業務機会等を利用して周知を行うことについて、都市ガス
事業者（209社）に対し需要家への注意喚起の継続実施を
依頼した。（2012/8/14）

○外壁清掃・塗装工事業者へのお願いチラシ等を用いた
関係事業者等への周知・啓発の継続
平成23 平成24
14,000部 37,000部
（都市ガス事業者 購入ベース）
※右の塗装工事等による機器の閉そくに特化した

チラシは平成23年に作成したもの

ＪＣＧＡ

○経済産業省の協力依頼（平成24年7月30日付け）を受け、住宅塗装工事等におけるガス
機器の給気部又は排気部の閉そくによる一酸化炭素中毒事故の防止についてを協会支
部を通じて事業者へ周知・啓発を行った。（平成24年8月2日実施）

段階
対策

具体的な実施項目
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
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